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第１章 業務継続計画の概要 

 

 

「業務継続計画（Business Continuity Plan）」とは、大規模な災害時や事件、事故の

際に、限られたリソースを用いて、暫定的な復旧作業など優先順位の高い業務（非常時

優先業務）を行うための対策を定めたものです。業務継続計画では、具体的な被害を想

定し、非常時に業務が継続できるよう、また、災害対応を迅速かつ円滑に実施しようと

するものです。 

（※リソースとは、人、物、金、情報、ライフライン等の資源のことをいう。） 

図：業務継続計画（BCP）の効果に係るイメージ 

出典：「地震発災時における業務継続の手引とその解説」 内閣府（防災） 

 

 

 

 

 

１－１ 業務継続計画とは 



- 2 - 
 

 

 

 大規模な災害が発生した場合、市においては、市民の救助・救援、２次災害の防止、

避難所の開設、インフラの復旧、食料や生活用品の供給、その他復旧、復興に向けた様々

な業務が発生し、その業務量が膨大なものとなります。 

 一方で、市職員や庁舎等の施設についても被害を受けるとともに、活動にあ当たって

は様々な制約（電力、情報及び通信の遮断、車両その他資機材の被害など）が生じるこ

とから、業務遂行能力は大きく低下すると予想されます。 

 この計画は、大規模な災害が発生した場合における「①水道事業管理者不在時の代行

順位」、「②水道局本庁舎使用不可能となった場合の代替庁舎の特定」など以下に掲げ

る重要６要素を予め定めることにより本市が有する人的・物的資源を最大限活用し、も

って市民の生命を最大限守り、市民生活や経済活動等への影響を最小限にとどめると

ともに、早急な復旧、復興を図ることができる体制を構築することを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年４月に発生した熊本地震の検証において、「国や他の自治体等からの応援

を十分に活用できていなかった。」との指摘があり、内閣府はこれを受け「地方公共団

体のための災害時受援体制に関するガイドライン」を平成２９年３月に策定し公表し

ました。上記の重要６要素のうち、「⑥非常時優先業務の整理」については、このガイ

ドラインも踏まえ一体的に検討し、倉敷市水道局災害対策マニュアルの中で、すでに日

●特に重要な６要素 

 ① 水道事業管理者不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

 ② 本庁舎及び支所が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

 ③ 電気・水道・食料等の確保 

 ④ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

 ⑤ 重要な行政データのバックアップ 

 ⑥ 非常時優先業務の整理 

１－２ 目的 
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本水道協会との協定に基づく受援・応援体制が確立されていることから、受援・応援体

制の記述を加えることとしました。 

 

  

災害時において、水道機能の維持・早期復旧が何よりも重要である。業務立ち上げ時

間の短縮や災害発生直後の業務レベルを向上するとともに、発災によって新たに発生

する災害対応業務に速やかに着手し、着実に実施する必要がある。「業務継続計画」の

策定に当たっては、実効性を高めるため、次の視点に留意するものです。 

 

 

地方公共団体の防災対策を定めた計画としては「倉敷市地域防災計画・水防計画」が

あり、これを補完して災害発生後の具体的な体制や手順等を定めたものとして「倉敷市

水道局災害対策マニュアル」があるが、業務継続計画は、これらの計画等と相まって、

水道局自身が被災し、資源制約が伴う条件下で非常時優先業務を実施する前提となる

ものです。 

倉敷市では、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時において、市民の生命、身体及び

財産を保護し、市民への影響を最小限にとどめるため、防災危機管理室が、平成２８年

に業務継続計画の策定作業に着手。平成２９年３月に暫定版を策定し、平成３０年３月

末までに災害時受援計画と一体的に災害時優先業務の整理について検討し、完成版を

策定、公表することとしています。 

 水道局においても、倉敷市全体の配備体制における水道対策部として、想定される最

大規模の災害時でも水道機能を維持し、早期復旧を円滑に進めるため、「倉敷市水道局

業務継続計画」を策定します。 

【業務継続計画の取組の視点】 

①災害の影響により制限を受けるリソースの制約条件をあらかじめ想定 

②地震・津波等の規模に応じた具体的な被害を想定 

③発災後の時間経過による状況変化などを考慮 

④上記事項を踏まえ、被災後に何をいつ実施するか 

１－３ 役割 

１－４ 位置付け 
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文書体系については、次のとおりです。 

 

 倉敷市ＢＣＰ 所属災害対策マニュアル 

 倉敷市地域防災計画・水防計画 

 水道局ＢＣＰ 水道局災害対策マニュアル 

 

 

 

水道局では、①安全で快適な水の供給を通して、お客さまから信頼される水道を目指

します、②安定した水の供給を通して、地域経済・市勢の発展に貢献します、③倉敷の

水道の持続的な基盤整備をするため、水道事業の健全経営を図ります、④公営企業の社

会的責任として、住み良い環境と豊かな地域づくりに取り組みますという４つの理念

の下、理想の姿である常に高品質で十分な量の水を、低廉な価格で供給する水道事業の

確立に向け、「倉敷市水道ビジョン」を策定しています。 

 「倉敷市水道局業務継続計画」は、ビジョンの基本方針のひとつである「安定した水

の供給」における施策のひとつ「災害時の対応力強化」に位置付けられるものです。 

 

 

 

○対象期間 

業務継続計画の対象期間は、発災後、暫定的に水道機能が確保されるまでとし、 

地震・津波発生から３０日間とします。 

○対象業務 

対象業務は、水道局が主体となって対応する業務を基本とします。 

１－５ 水道局の経営理念 

１－６ 対象範囲 
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○機能回復の目標 

  発災後３０日までの対象期間内において、代替手段や応急復旧等により水道の機

能を暫定的に回復させ、市民生活や社会経済活動が概ね発災前の状態になることを

めざします。 

 

 

 大規模災害が発生した場合は、倉敷市水道局災害対策マニュアルに基づき、倉敷市水

道局緊急災害対策本部を設置し、災害対策本部長である水道事業管理者の命令により、

本計画に基づく業務継続体制を発動します。 

 

 水道事業管理者不在時の発動権限者順位 

第１順位       第２順位    第３順位    第４順位 

水道局参事（事務担当） ⇒ 水道技術管理者 ⇒ 水道総務課長 ⇒ 水道管理課長 

なお、第４順位までの発動権限者が全員不在の場合は、参集職員のうち最上位職のも

のから協議の上、選定します。 

 

 

 

本計画では、最も業務への影響が大きいと考えられる「大規模地震・津波等による

災害」により業務の継続が困難な場合を想定します。また、次の点を基本方針として、

災害時における上水道の速やかな機能回復を行うものです。 

【対象業務】 

非常時優先業務 

①災害対応業務：地震の災害の発生によって新たに発生する業務 

②優先度の高い通常業務：通常業務のうち、災害時にも継続する業務 

１－７ 発動順位 

１－８ 策定に当たっての基本方針 



- 6 - 
 

 

 

第２章 被害想定 

 

 

 南海トラフ巨大地震を想定。発生の時間帯や規模については、次に掲げる甚大な被害

の発生が想定される場合とします。 

 

 

 【業務継続計画の基本方針】 

①市民・職員・関係者の生命、身体の保護及び安全の確保 

 災害時における業務の継続・水道機能の早期復旧に当たっては、市民・ 

職員・関係者の生命、身体の保護及び安全の確保を最優先とします。 

②水道事業の責務の遂行 

水道機能の継続及び早期復旧を行い、市民生活や経済活動等への影響を 

最小限にとどめます。 

③制限を受けるリソースの有効活用 

業務継続に必要な体制をとり、限られた資源を最大限に有効活用します。 

項   目 内   容 

発生時期 季 節 ：  冬 

発生時間帯 時間帯 ： 深夜 

地震の震源地 南 海 ト ラ フ 

地震の規模 マグニチュード ９．１ 

倉敷市内の震度 最 大 震 度 ６ 強 

２－１ 想定する災害 
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南海トラフを震源とする巨大地震による震度分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「倉敷市地域防災計画・水防計画（Ｒ６．１）」より 
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南海トラフを震源とする巨大地震による液状化危険度分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

液状化危険度 

 

 

 

 

「倉敷市地域防災計画・水防計画（Ｒ６．１）」より 
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①人的被害 

②建物被害 

③ライフライン被害 

項  目 死者数 負傷者数 

合  計 １,３６５人  ３,８１８人  

 

 

内訳 

建物倒壊 ６６人  ２,０８８人  

津波 １,２９２人  １,７２１人  

急傾斜地崩壊  ７人   ９人  

地震火災 ０人  ０人  

屋外落下物等 ０人  ０人  

項  目 棟  数 

合  計 ４，８０６棟 

 

内訳 

揺れによる全壊 １,０２９棟 

液状化による全壊 ３９８棟 

津波による全壊 ２，９１２棟 

急傾斜地崩壊による全壊 ７９棟 

地震火災による消失 ３８８棟 

項目 区分 被災直後 被災１日後 被災１週間後 被災１か月後 

上水道 
給水人口 断水人口 

476,000 人 317,000 人 176,000 人 98,000 人 2,000 人 

下水道 
処理人口 支障人口 

348,000 人 348,000 人 229,000 人 229,000 人 0 人 

電力 
電灯軒数 停電軒数 

254,000 軒 254,000 軒 5,000 軒 0 軒 0 軒 

２－２ 市内の被害想定（「倉敷市地域防災計画・水防計画（Ｒ６．１）」より） 
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④生活支障者等 

  ア 避難者 

 

イ 帰宅困難者 

    ３０,０００人 

  ウ 災害廃棄物 

    ６３万トン（津波堆積物を除く） 

 

 

 

水道施設の被害想定は次のとおりとします。 

（１）浄水場、配水池、ポンプ場等 

   前述の被害想定や過去の震災事例から見ると、浄水場等が壊滅的な損傷を受け

た事例はなく、部分的な被害が想定されます。 

  

（２）管路 

  ○配水管及び給水管の管路の被害率については、阪神淡路大震災における神戸市

の被害率を基に算定します。 

 

 

項  目 １日後 １週間後 １か月後 

避難者数合計 １１８,０００人 ５４,０００人 ３３,０００人 

内

訳 

避難所避難 ７８,０００人 ３７,０００人 １０,０００人 

避難所外避難 ４０,０００人 １７,０００人 ２３,０００人 

被害対象 被害率 件数 

配水管被害 ０．４４件／㎞ １，４２８件 

給水管被害世帯    １３．８ ％ ２９，８４３件 

２－３ 水道施設の被害想定 
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第３章 目標の設定 

 

 

 応急復旧、応急給水を迅速に行うためには、被害状況を的確かつ迅速に把握する必 

要があります。目標は、次のとおりとします。 

（１）発災後１日（２４時間）以内 

  ① 浄水場、取水・導水・送水管、主要配水池、ポンプ場等の水道施設の点検並び

に当該施設の被害状況の把握 

  ② 重要配水池を起点とする管路及び優先順位の高い配水支管の点検と被害状況

の把握 

  ③ 市内救急医療機関への配水ルートの被災状況の把握 

  ④ 毎日検査を実施している給水栓の通水状況の把握 

 

（２）発災後３日以内 

  ① その他の水道施設の点検と被害状況の把握 

  ② その他の配水支管の点検と被害状況の把握 

 

 

 

 水は生命を維持するために欠かせないものであり、発災後できるだけ速やかに給水 

を開始する必要がある。目標は次のとおりとします。 

（１）発災後３日（７２時間）目まで 

   １人当たり：３ℓ／日の水量確保 

   給水方法：市民の備蓄水、拠点給水、運搬給水 

 

（２）発災後４日から２１日目 

   １人当たり：１００ℓ／日の水量確保 

３－１ 被害状況の把握 

３－２ 応急給水 
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   給水方法：拠点給水、運搬給水、配水支線上での仮設給水 

 

（３）発災後２２日から２８日目 

１人当たり：２５０ℓ／日の水量確保（被災前の水量） 

   給水方法：仮設配水管からの各戸給水 

 

 

 

 応急復旧の進捗状況により応急給水の負担を軽減させることができる。目標は次の 

とおりとします。 

 

（１）発災後３日以内 

  ①導水・送水管路の復旧着手 

  ②配水本管のうち、重要配水池を起点とする管路（配水幹線）の復旧着手 

  ③救急医療施設等の重要施設へ至る管路の復旧着手 

 

（２）発災後１週間以内 

   配水支管は配水幹線復旧と並行して進め、通水を開始 

 

（３）発災後１か月以内 

   市内全域での断水の解消 

 

 

 

 

 

３－３ 応急復旧 
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第４章 重要６要素の整理 

 

  

① 水道事業管理者不在時の代行順位（令和６年４月現在） 

 

 

②職員の参集体制 

ア 参集方法 

  平常時における職員の通勤方法は、公共交通機関、自家用車、自転車又は徒歩な 

どですが、避難行動の基本に則り、徒歩（平均速度＝３㎞／時間）、自転車（平均速 

度＝８㎞／時間）、自動二輪車（平均速度＝２０㎞／時間）による参集とし、出発ま 

でに３０分程度の時間を要するものと想定します。 

 

イ 参集困難者の予測 

  災害にあっては、職員本人、職員の家族及び職員の家屋等についても被害を受け、 

参集困難となる職員が一定数いると予測されるため、参集困難者の比率を次のとおり 

とします。 

 

 

 

代行順位 役  職 

第１順位 水道局参事（事務担当） 

第２順位 水道技術管理者 

第３順位 水道総務課長 

第４順位 水道管理課長 

４－１ 水道事業管理者不在時の代行順位及び職員の参集体制 
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※１ ５，１８３人（死者数及び負傷者数の合計）÷４７４，４３５人（人口）× 

２．１５人／世帯（平均世帯人員）  小数点第２位四捨五入 

※２ ４，８０６棟（家屋被害）÷２２０，６０７世帯  小数点第２位四捨五入 

※３ 親戚等の被害、近隣住民等の救助、その他やむを得ない理由での参集困難職員 

の予測は困難なため、本人、家族、家屋被害の合計値に倍数を乗じて予測。 

※４ 【（※１）＋（※２）】×（※３） 

 

ウ 参集可能人数の想定 
 

※総職員数は、令和６年４月現在の定数内職員（派遣職員（１名）を除く） 

※３時間以内＝通勤距離が８㎞未満、６時間以内＝通勤距離が１６㎞未満、２４時間以

内＝総職員数に「イ 参集困難者」の率により算出された者を差し引いて算出（徒歩

の想定） 

区 分 
本人、家族の 

被害 ※１ 

家屋被害 

※２ 

その他 

※３ 

計 

※４ 

初  日  

２．４５％ 

 

２．３％ 

５倍 ２３．５％ 

３ 日 目 ３倍 １４．１％ 

４日目以降 ２倍 ９．４％ 

区  分 総職員数 ３時間 ６時間 ２４時間 ３日 ４日以降 

本  庁 ７８人 ４８ ６８ ６８ ６８ ７０ 

水島営業所 ７人 ５ ７ ７ ７ ７ 

児島営業所 ８人 ３ ５ ５ ６ ６ 

玉島営業所 ７人 ３ ７ ７ ７ ７ 

浄 水 課 １２人 ６ １２ １２ １２ １２ 

合  計 １１２人 ６５ ９９ ９９ １００ １０３ 
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①代替庁舎の検討順位 

※ 被災時には、上記の優先順位を原則としますが、被災後の片島浄水場管理棟、消防

局合同庁舎及び各支所の状況（建物・設備等の状態、電力・通信・水等の確保、近隣環

境）、被害集中地域までの距離、職員参集の容易性などを総合的に考慮し、決定するも

のとします。 

 

② 本庁舎及び代替庁舎の状況 

順  位 代替庁舎（施設） 

第１順位 片島浄水場 

第２順位 消防局・倉敷消防署合同庁舎 

第３順位 児島支所 

第４順位 水島支所 

第５順位 玉島支所 

区  分 建築年 耐震化 
災害危険度 

津 波 液状化 洪 水 

本  庁 昭和５５年 ○ ○ × × 

片島浄水場 昭和４２年 ○ ○ × × 

消防局・倉敷消防

署合同庁舎 平成９年 ○ ○ × × 

児島支所 昭和５８年 ○ 〇 × ○ 

玉島支所 平成４年 ○ × × × 

水島支所 平成３年 ○ × × × 

４－２－１ 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 
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代替庁舎の検討順位 

 

 

代替庁舎の検討順位 

 

 

代替庁舎の検討順位 

 

 

 

 

順  位 代替庁舎（施設） 

第１順位 本庁舎 

第２順位 片島浄水場 

第３順位 消防局・倉敷消防署合同庁舎 

順  位 代替庁舎（施設） 

第１順位 本庁舎 

第２順位 片島浄水場 

第３順位 消防局・倉敷消防署合同庁舎 

順  位 代替庁舎（施設） 

第１順位 本庁舎 

第２順位 片島浄水場 

第３順位 消防局・倉敷消防署合同庁舎 

４－２－２ 水島支所が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

４－２－３ 児島支所が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

４－２－４ 玉島支所が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 
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①電気（自家発電設備） 

 現状、本庁及び代替庁舎の候補施設については、非常用電源は確保されていますが、

今後、燃料の備蓄量の増加について検討することとしています。 

 また、毎年度、非常用電源の起動点検を行うこととします。 

 

② 水（飲料水）及び食料（保存食） 

 現在、職員用の水（飲料水）は確保しています。また、食料（保存食）については、 

概ね総職員数の３日分を確保しています。 

 なお、職員が災害時に自宅から参集する場合には、水（飲料水）及び食料をできる限

り持参することを原則とします。 

 

 

 

 

区分 設置場所 出力 燃料 連続運転時間 

本 庁 

地下２階 ７５０KVA Ａ重油 ４８時間 

２階 ４０KVA 軽 油 １２時間 

片島浄水場 自家発電機棟１階 ８７５KVA Ａ重油 ２６時間 

消防局合同庁舎 設備棟２階 ４００KVA 灯 油 ２５時間 

児島支所 ２階 １４０KVA Ａ重油 １２時間 

玉島支所 ２階 １５０KVA Ａ重油 １２時間 

水島支所 ３階 １５０KVA 軽 油 １２時間 

４－３ 電気・水・食料等の確保 
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○備蓄目標量 

 

※ 総職員数は、令和６年４月現在の定数内職員 

※ 水（飲料水）＝総職員数×３ℓ／日×３日とし、５００ml ペットボトルに換 

  算（１の位を切り上げ） 

※ 食料（保存食）＝総職員数×３食／日×３日（１の位を切り上げ） 

  （保存食は、賞味期限が７年間以上の乾燥米等とします） 

 

③ トイレ、衛生用品等 

 現在、庁舎のトイレが使用できなくなった場合に備えた、簡易トイレ及び簡易トイレ

処理袋、個室テント等については、備蓄を行っていません。 

 

 

 

 災害対応に当たっては、情報の収集、発信及び連絡調整が必要不可欠です。災害時に

は、通信網の損傷、断線、使用制限、通信規制等により固定電話や携帯電話が使用不能

となることが予想されますが、こうした場合に備え、水道局独自に災害時においても使

用可能な最良の機器を順次購入し、通信手段を確保しています。 

以下の通信機器は倉敷市で所有しています。 

区分 総職員数 水（飲料水） 食料（保存食） 

本庁 ７９人  １,４３０本 ７２０食 

水島 ７人  １３０本 ７０食 

児島 ８人  １５０本 ８０食 

玉島 ７人  １３０本 ７０食 

片島浄水場 １２人  ２２０本 １１０食 

合計 １１３人  ２，０６０本 １，０５０食 

４－４ 災害時につながりやすい多様な通信手段の確保 
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①衛星携帯電話：１１台 

 本庁、消防局、水島・児島・玉島・庄・茶屋町・船穂及び真備支所、倉敷市保健所 

 

②倉敷市緊急情報提供無線システム 

  操作卓：９台 

（本庁、消防局、水島・児島・玉島・庄・茶屋町・船穂及び真備支所） 

  屋外拡声塔：３５５基 

（倉敷１１３、水島５７、児島７８、玉島６７、船穂１１、真備２９） 

  車載中継機：７基 

（本庁３、水島・児島・玉島及び真備支所） 

  ＩＰカメラ：１０台 

  ＩＰ携帯電話：３９台 

 

③アマチュア業務用デジタル中継局（Ｄ－ＳＴＡＲ） 

  呼び出し符号：ＪＰ４ＹＤＶ 

  設置場所：倉敷市呼松町 

  デジタル音声：439.330 MHz 10W 

  デジタル・データ：1270.625 MHz 10W 

   

 

 

       次に掲げる重要な行政データは、安全性に配慮した上で県外の情報保管施設に一定 

期間ごとに移送するなどの対応により、バックアップを検討します。 

●倉敷市水道局の重要な行政データ 

  １ 水道料金管理システム（水道料金等の調定・収納状況） 

  ２ 水道収入金管理システム（給水申請、その他水道収納金の状況） 

  ３ 水道ＧＩＳ（地図情報、配管図情報等） 

  ４ 電子ファイリングシステム（竣工図、給水装置工事申請書データ等） 

４－５ 重要な行政データのバックアップ 
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  ５ 積算システム（工事設計書データ） 

  ６ 公営企業会計システム（経理：予算管理、決算、固定資産管理等） 

 

 

 

（１）非常時優先業務の定義と選定 

非常時優先業務とは、発災から１か月以内に、優先的に実施、再開すべき業務で 

あって、発災後に新たに発生する「災害対応業務」と、通常業務のうち早期に再開すべ

き「優先通常業務」の総称をいいます。 

水道は、人の生命、財産を支える重要なライフラインであるため、地震発生時におい

ても浄水場の運転継続や応急給水の実施などにより、水道水の供給を継続しながら、被

害を受けた水道施設に対して応急復旧を実施し、水道機能の早期回復を図ることに加

え、市民からの問い合わせに対する体制を確立したうえで市民や報道機関へ的確な広

報を行うことを重点に選定を行います。 

 

（２）各所属の優先業務一覧 

非常時優先業務の整理結果 

 業務の分類 全業務数 優先業務 

（優先度Ａ・Ｂ） 

休止業務 

（優先度Ｃ・Ｄ） 

実施率 

 

水道総務課 

災害対応業務 ９ ９ ０ １００％ 

通常業務 １９ １ １８ ５％ 

合計 ２８ １０ １８ ３６％ 

 

企画検査室 

災害対応業務 １０ １０ ０ １００％ 

通常業務 １４ ０ １４ ０％ 

合計 ２４ １０ １４ ４２％ 

 

水道サービス課 

災害対応業務 １２ １２ ０ １００％ 

通常業務 ３２ ４ ２８ １３％ 

４－６ 非常時優先業務の整理 
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合計 ４４ １６ ２８ ３６％ 

 

水島営業所 

災害対応業務 ９ ９ ０ １００％ 

通常業務 １１ ３ ８ ２７％ 

合計 ２０ １２ ８ ６０％ 

 

児島営業所 

災害対応業務 ９ ９ ０ １００％ 

通常業務 １１ ３ ８ ２７％ 

合計 ２０ １２ ８ ６０％ 

 

玉島営業所 

災害対応業務 ９ ９ ０ １００％ 

通常業務 １１ ３ ８ ２７％ 

合計 ２０ １２ ８ ６０％ 

 

水道管理課 

災害対応業務 １４ １４ ０ １００％ 

通常業務 １６ ６ １０ ３８％ 

合計 ３０ ２０ １０ ６７％ 

 

水道建設課 

災害対応業務 ５ ５ ０ １００％ 

通常業務 ７ ０ ７ ０％ 

合計 １２ ５ ７ ４２％ 

 

浄水課 

災害対応業務 １９ １９ ０ １００％ 

通常業務 ３２ １９ １３ ５９％ 

合計 ５１ ３８ １３ ７５％ 

 

合 計 

災害対応業務 ９６ ９６ ０ １００％ 

通常業務 １５３ ３９ １１４ ２５％ 

合計 ２４９ １３５ １１４ ５４％ 
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※優先度は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階。優先する時期は、被災から１か月以内とする。 

Ａ：継続しなければならない業務、 Ｂ：実施しなければ法令違反、影響が大きい業務、Ｃ：業務の縮小が可能な業務、 Ｄ：１～２か月の休止

が可能な業務                        （経過時間） 

 

 

所属 水道総務課 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12 

時 

間 

～ 

24 

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    局緊急対策本部の事務局            

２ ○    市災害対策本部との連絡調整            

３ ○    庁舎被災状況収集・報告            

４ ○    車両を含む物品、資機材等の確認及び調達            

５ ○    職員の招集及び班編成等の人員配置            

６ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

７ ○    災害復旧関連機関との調整及び要請            

８ ○    水道局全体の工事・委託等の契約業務            

９ ○    応援要請及び応援の受入れ            
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通
常
業
務 

１  ○   水道局経理（収入、支出）事務            

２   ○  日本水道協会事務            

３   ○  資金計画・資金運用業務            

４    ○ 水道総務課庶務・経理事務            

５    ○ 水道局全体の庶務事務            

６    ○ 水道局全体の防災に関すること            

７    ○ 水道局職員の人事事務            

８    ○ 水道事業用地等の資産業務            

９    ○ 水道局予算編成事務            

10    ○ 水道局決算処理事務            

11    ○ 水道局決算（年間、毎月）審査事務            

12      ○ 固定資産の台帳管理業務            

13     ○ 公金取扱金融機関検査業務            

14       ○ 企業債借入・返済・管理業務            

15      ○ 物品の指名業者登録・管理業務            

16    ○ 貯蔵等購入・印刷物発注            

17    ○ 貯蔵品・備品・物品管理業務            

18    ○ 公営企業施行令等改正に伴う事務            

19       ○ 統計業務            
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所属 企画検査室 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12

時 

間 

～ 

24

時 

間 

～ 

２ 

日 

目 

～ 

３ 

日 

目 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    被害状況の取りまとめ・報告            

３ ○    関係機関との連絡調整            

４ ○    被災状況の広報            

５ ○    水道業務関係システムの保全・復旧            

６ ○    工事管理システムの維持管理業務            

７ ○    受水・分水関連業務            

８ ○    情報ネットワーク・水道ＧＩＳの運用管理            

９ ○    給水計画の策定            

10 ○    設計審査・工事検査業務            

通
常
業
務 

１    ○ 水源・水利権関連業務            

２    ○ 水道事業計画立案業務            

３    ○ 水道供給条件関連業務            
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通
常
業
務 

４     ○ 水道事業啓発事業            

５    ○ 水道事業広報事業            

６      ○ 水道事業経営審議会関連業務            

７     ○ 統計業務            

８    ○ 起債・補助申請関連業務            

９    ○ 企画検査室の庶務・経理事務            

10    ○ 特命事項調査研究・立案業務            

11     ○ 認可関連業務            

12     ○ 新倉敷市水道ビジョン(仮称）の策定            

13    ○ 単価改定、基準改定、材料承認等            

14      ○ 料金改定            
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所属 水道サービス課 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12 

時 

間 

～ 

24 

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    庁舎被災状況収集・報告            

３ ○    委託業者の業務継続確認・報告            

４ ○    市民等への広報            

５ ○    市民等への窓口及び電話対応            

６ ○    給水計画の立案            

７ ○    応急給水の実施            

８ ○    配水施設の被災状況調査            

９ ○    車両の確認            

10 ○    配水施設の復旧計画の立案             

11 ○    給水装置の復旧活動            

12 ○    配水施設の復旧活動            

通
常
業
務 

１  ○   水道料金収納等業務委託事務事業            

２  ○   電話受付事務事業            

３  ○   水道料金等システム委託事務事業            

４  ○   水道メーター取替等事務事業            
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５   ○  窓口受付事務事業            

６     ○   収納金整理事務事業            

７    ○   水道料金口座振替収納事業            

８     ○  納付書読取委託事業            

９   ○   滞納整理委託事務事業            

通
常
業
務 

10     ○  水道料金コンビニ収納事業            

11   ○  ゆうちょ銀行等収納取扱手数料事業            

12    ○ 水道サービス課の庶務・経理事務            

13    ○ 納付書・報告書作成事務事業            

14    ○ 照会・回答事務事業            

15   ○  給水申請に伴う受付・審査・検査            

16   ○  給水申請に伴う配水管整備            

17   ○  窓口協議（給水関係）            

18   ○  開発行為に伴う事前協議・法第 32 協議            

19   ○  法第 42 条第 1項第 5号協議（位置指定）            

20     ○   三階建直結直圧・直結増圧事前協議（変更）            

21   ○   受水槽式給水の事前協議            
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通
常
業
務 

22   ○  給水申請の竣工検査（開発団地）            

23   ○  指定給水装置工事事業者受付・変更届            

24   ○  指定給水装置工事事業者に関する通知            

25   ○  水道条例等の違反の取締り及び処分            

26   ○  窓口協議（工事関係）            

27    ○ 寄附採納事務            

28    ○ 電子ファイリングデータ入力            

29    ○ 貯水槽水道の指導            

30    ○ 給水装置工事・構造材質に関すること            

31    ○ 高所団地委員会の事務業務            

32    ○ 消防局からの消火栓設置依頼工事            
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所属 営業所（水島・児島・玉島） ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12 

時 

間 

～ 

24 

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 区
分 

№ 
優先度 通常・非常時優先業務 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ             

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    庁舎被災状況収集・報告            

３ ○    主要水道施設・管路の被害調査・点検            

４ ○    車両の確認            

５ ○    水質関係被害の状況把握            

６ ○    被災水道施設・管路の復旧（修繕）            

７ ○    市民等への広報            

８ ○    市民等への窓口及び電話対応            

９ ○    配水管及び給水装置修繕工事業務            

通
常
業
務 

１  ○   民間委託業者監理業務            

２  ○   高所加圧施設管理事業            

３  ○   道路・河川・港湾に係る占用事務            

４   ○   水道メーター取替等の事務            

５     ○   老朽管の更新及び管網整備業務            

６    ○ 配水管移設工事業務            
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通
常
業
務 

７    ○ 高所加圧施設整備事業            

８    ○ 消火栓工事業務            

９    ○ 営業所の庶務・経理事務            

10    ○ 統計書・報告書作成事務            

11       ○ 照会回答事務            
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所属 水道管理課 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12 

時 

間 

～ 

24 

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    庁舎被害状況収集・報告            

３ ○    主要水道施設・管路の被害調査・点検            

４ ○    車両の確認            

５ ○    水質関係被害の状況把握            

６ ○    被災水道施設及び管路の復旧計画立案            

７ ○    復旧に係る人員配置計画策定            

８ ○    電気・ガス事業者との調整及び要請            

９ ○    被災水道施設・管路の復旧（修繕）            

10  ○   配水管及び給水装置修繕工事事業            

11 ○    送配水及び給水の制限、断水            

12 ○    断水に伴う応急給水            

13 ○    復旧（修繕）費用の算出            

14 ○    漏水防止対策            



- 32 - 
 

 

 

通
常
業
務 

１  ○   高所加圧施設管理事業            

２  ○   水道配管図等の写しの交付手数料の収納            

３   ○    小口払い現金の保管            

４  ○     物品、工事用資材等の請求及び保管            

５  ○   道路・河川に係る占用協議            

６  ○   緊急資材倉庫内の資材管理            

７   ○  老朽管の耐震化及び管網整備            

８   ○  水道配管図自動交付機の維持管理            

９   ○  ３営業所の工務事務            

10    ○ 配水管移設工事事業            

11    ○ 高所加圧施設整備事業            

12    ○ 消火栓工事事務            

13    ○ 水道管理課の庶務・経理事務            

14    ○ 研修・講習会参加者の人選及び調整            

15    ○ 統計事務            

16       ○ 照会回答事務            
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所属 水道建設課 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12

時 

間 

～ 

24

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    庁舎被災状況収集・報告            

３ ○    車両の確認            

４ ○    取水・導水・送水施設及び配水池応急復旧計画の立案            

５ ○    取水・導水・送水施設及び配水池応急復旧の実施            

通
常
業
務 

１   ○  道路・河川及び港湾に係る占用事務            

２    ○ 老朽管更新・管網整備工事設計、監督業務            

３    ○ 配水管移設・仮設工事の設計、監督業務            

４    ○ 高所加圧施設更新工事の設計、監督業務            

５      ○ 水道建設課の庶務・経理事務            

６     ○ 統計書・報告書作成事務            

７       ○ 照会回答事務            
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所属 浄水課 ～ 

１ 

時 

間 

～ 

３ 

時 

間 

～ 

６ 

時 

間 

～ 

12

時 

間 

～ 

24

時 

間 

～ 

２ 

日 

～ 

３ 

日 

～ 

１ 

週 

間 

～ 

２ 

週 

間 

～ 

３ 

週 

間 

～ 

１ 

か 

月 

区
分 

№ 
優先度 

通常・非常時優先業務 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

災
害
対
応
業
務 

１ ○    職員の安否確認・参集状況報告            

２ ○    水源・導送水管等の被災状況の確認            

３ ○    浄水場等の被災状況の確認            

４ ○    配水施設等の被災状況の確認            

５ ○    水質検査機器の被災状況の確認            

６ ○    車両の管理            

７ ○    浄水場運転状況の報告            

８ ○    浄水施設の被災状況の報告            

９ ○    工程管理試験            

10 ○    浄水処理水量（送水流量）の報告            

11 ○    浄水施設の復旧・修繕            

12 ○    重要機器の復旧・修繕            

13 ○    水質検査機器の修繕・復旧            

14 ○    緊急を要する水質検査            

15 ○    毎日検査            
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災
害
対
応
業
務 

16 ○    関係機関との連携体制の構築            

17  ○   重要機器以外の機器の復旧・修繕            

18  ○   自家用電気工作物の保安管理業務            

19  ○   浄水場内の施設の復旧・修繕            

通
常
業
務 

１  ○   浄水処理施設の運転管理            

２  ○   浄水施設への薬品注入管理            

３  ○   中央監視システムの点検業務            

４  ○   水処理薬品の在庫、調達管理            

５  ○   必要物資の在庫管理            

６  ○   工程管理試験用薬品等の在庫、調達管理            

７  ○   作業環境測定業務            

８  ○   水質検査用薬品の在庫、調達管理            

９  ○   水質検査用消耗品の在庫、調達管理            

10  ○   他事業体からの受託検査            

11  ○    脱水汚泥の処理業務            

12  ○   水質基準毎月検査項目の検査            

13  ○   水質基準健康関連項目の検査            
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通
常
業
務 

14  ○   水安全計画に基づく対応・報告            

15  ○   水質監視機器の点検業務            

16  ○   流量計の点検業務            

17  ○   水道水質検査項目の検査            

18  ○   水質基準項目以外の検査            

19  ○   物品・薬品等の支払い事務            

20   ○  水質相談に対応するための検査            

21   ○  浄水施設の水槽内部清掃業務            

22   ○  建物の清掃業務            

23   ○  人事等に関する報告            

24   ○  浄水場内の整備            

25   ○  水質廃液等処理業務            

26   ○  消防用設備等の点検管理            

27   ○  浄化槽の点検管理            

28   ○  空調、リフト等の設備の点検管理            

29   ○  浄水施設における省エネルギーの推進            

30    ○ 水道ＧＬＰ等の精度管理            
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31    ○ 調査研究            

32    ○ 浄水場の草刈業務            
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第５章 業務継続における執行体制 

 

 

（１）設置基準 

倉敷市災害対策本部 

倉敷市域において災害が発生し又は災害が発生するおそれがある場合に、防災の推

進を図るため必要があると認めるときは、【 倉敷市地域防災計画・水防計画 】に基

づき、倉敷市災害対策本部が次の基準により設置されます。 

（基準） 

①  市内で震度５強以上の地震が発生したとき 

②  県の津波予報区に大津波警報若しくは南海トラフ巨大地震臨時情報（巨大地震

警報）が発表されたとき 

③ 市内で地震若しくは津波による甚大な被害が発生し、市の勢力を挙げて全員で

災害応急対策を実施する必要があるとき 

④ その他市長が必要と認めるとき 

 

市災害対策本部における水道局の役割 

 

市災害対策本部の配備基準と水道局職員の配置 

  ※１）配備連絡責任者 ⇒ 水道局参事（事務担当） 

２）緊 急 連 絡 員 ⇒ 水道総務課長（最初に連絡を受ける） 

◎ 動員配備の要領 

本部長 副本部長 本部員 部 事務分掌 

市 長 副市長 水道事業管理者 
水 道 

対策部 

①飲料水の供給・確保に関すること 

②水道施設の調査・応急復旧に関すること 

５－１ 市災害対策本部の体制 
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配備連絡責任者は、防災活動に必要な要員を平素から把握しておくとともに、執務

外時の緊急連絡網の整備を図るものとします。 

（配備の連絡） 

市長は、災害の規模、種類、被害発生の予想される時間等を検討し、必要な防災活

動を実施するため、防災体制基準により、配備範囲を決定し、配備連絡責任者に対し

命令します。 

ア 伝達の方法 

配備命令伝達の方法は倉敷市災害対策本部規程第 18 条第 2項によります。 

イ 勤務時間外における配備伝達の方法 

勤務時間外（土日祝日を含む。）における重要な気象情報（緊急地震速報、大津波警

報等）は、宿日直員が受領し、防災危機管理室・緊急連絡員へ連絡し、市長、副市長

及び各局部長等に報告します。 

ウ 災害時における職員の留意事項 

①速やかに定められた部署に参集し、上司に報告します。 

②常に自己の所在を明らかにし、所属長と連絡をとり、その指揮下に入ります。 
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（１）設置基準 

  ① 震度５強以上の地震発生時 

水道局緊急対策本部の組織と任務 

 

（２）職員の配備体制 

配備基準（第２次非常配備） 

水道局緊急対策本部を設置し、水道局に所属する全職員を対象に、原則として 

所属部署に参集します。所属長以上の職員による対策協議を行います。 

水道局緊急対策本部は、市災害対策本部の設置いかんに関わらず設置し、本市 

水道施設の被災に対応し、水道局が主体となって市民生活の安定のため情報収集 

を行い、復旧に向けた計画を策定し、応急給水活動、応急復旧活動を実施しま 

す。 

なお、市災害対策本部が設置された場合は、その下部（水道対策部）の位置付 

けとなり、市災害対策本部へ従事者及び会議への出席者を派遣し、応急給水活動 

等に必要な連絡・調整を行います。 

本部長 副本部長 本部員 任務 

事業管理者 

水道局参事 

 （事務担当） 

水道技術管理者 

水道総務課長 

企画検査室長 

水道サービス課長 

水道建設課長 

水道管理課長 

浄水課長 

リエゾン 

（事務職員、技術職員各

１名：課長補佐級以上） 

① 原水の緊急確保に関すること 

② 配水の調整に関すること 

③ 応急給水に関すること 

④ 応急処置に関すること 

⑤ 広報に関すること 

⑥ その他必要な事項 

５－２ 局緊急対策本部の体制 
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※ 参集人員は、水道技術管理者が水道事業管理者と協議の上、決定する。 

※ 各所属長は、年度当初に作成した所属の緊急連絡体制（網）により全所属員へ連絡する。 

※ 市が注意体制等各体制に移行した場合は、連絡がない場合も自主参集する。 

 

水道管理課長 
各営業所長 

当番職員 
（水道管理課、３営業所） 

水道局宿日直 
426-3660 

防災危機管理室 
426-3131 

水道技術管理者 
426-3673 

水道事業管理者 
426-3650 

水道総務課長 
（市）緊急連絡員 

426-3655 

水道ｻｰﾋﾞｽ課長 

426-3685 

水道総務課長代理又は課長補佐 

426-3655 

参 事（事務担当） 
 （市）配備連絡責任者 

426-3652 

水道管理課長 
426-3675 

水島営業所長 
446-1636 

玉島営業所長 
522-8153 

児島営業所長 
473-1225 

浄水課長 
465-7314 

水道建設課長 
426-3681 

企画検査室長 
426-3654 

連絡体制 

水道局災害時等緊急連絡フロー 
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情報班 

施設班 

班長：水道管理課課長級又は課長補佐 
副長：水道管理課課長補佐級 

浄水班 

班長：浄水課課長級又は課長補佐 
副長：浄水課課長補佐級 

※各年度の所属ごとの人員配置により、 
最終的に決定する。 

 

       局緊急対策本部 
 
 
本 部 長：水道事業管理者 
 
 
副本部長：参事 
副本部長：水道技術管理者 
 
リエゾン：事務系、技術系 

（課長補佐級以上の職員各１名） 
 
総 務 班：水道総務課長 
情 報 班：企画検査室長 
給 水 班：水道サービス課長 
施 設 班：水道建設課長 
管 路 班：水道管理課長 
浄 水 班：浄水課長 
 
※ ただし、本部長が必要と認める場合は、本部 

構成員を追加、修正することができる。 

班長：水道建設課課長級又は課長補佐 
副長：水道建設課課長補佐級 

管路班 

局緊急対策本部 

※各班の班長及び副長は、本部構成員を除

く 

対策本部の班編成 

局緊急対策本部の役割と班編成 

〇 全体の統括 

〇 被害状況の把握（断水範囲の認定・今後の見通し） 

〇 復旧状況把握      

〇 応急対策の決定 

〇 復旧時間及び断水時間の決定 

〇 情報の統括（情報提供内容の決定、関係機関との情報交換、報道対応） 

〇 集合人員の把握 

 

班長：企画検査室課長補佐級 

副長：水道ｻｰﾋﾞｽ課課長級又は課長補佐級 

班長：水道総務課課長級又は課長補佐 
副長：水道総務課課長補佐級 

班長:水道ｻｰﾋﾞｽ課課長級又は課長補佐級 

副長:水道ｻｰﾋﾞｽ課課長補佐級 

 

給水班 

総務班 

※上記「局緊急対策本部」に記載されていない「水島・児島・

玉島営業所」は、各地域における給水班・施設班・管路班の業

務の一部を担うものとする。 



- 43 - 
 

 

 

倉敷市水道局緊急対策本部の体制は、本部の下に６つの班を設けます。各班において

は、役割分担に基づき、必要な対策を講じ、対応した内容についての重要な事項は、局

緊急対策本部会議に報告するものとします。 

また、各班において処理できない事案が発生した場合には、他班からの受援により処

理することとします。 

なお、基本は水道局災害対策マニュアルに準じ、次のとおりとします。 

 

ア リエゾン（２名（課長補佐級以上）を局内から指名し、局対策本部に置く。（事務系・ 

技術系各１名）） 

担当業務 業務内容 

① 

被害状況等の情

報収集・局緊急対

策本部への伝達

に関すること 

●水道施設の被害状況等の情報収集・伝達 

●他事業体の被害状況等の情報収集・伝達 

●その他各種情報の収集・伝達 

② 

外部及び局緊急

対策本部内の情

報収集・伝達に関

すること 

●各班の最新情報の収集・伝達 

●局緊急対策本部の必要とする情報の収集・伝達 

●市災害対策本部及び外部団体の情報収集・伝達 

③ 

実施する対策の

立案に関するこ

と 

●収集した情報を分析し、対策案等の最善な立案を補助 

 

イ 総務班（水道総務課） 

担当業務 業務内容 

① 
局緊急対策本部に

関すること 

●局緊急対策本部の設置 

●局緊急対策本部の庶務 

●局緊急対策本部会議の議事録等の作成 

５－３ 倉敷市水道局災害対策マニュアルにおける各班の役割 
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●決定事項の局内への周知 

② 

市災害対策本部と

の連絡調整に関す

ること（リエゾンと

の共同作業） 

●市災害対策本部との連絡調整 

●市災害対策本部への従事者、会議出席者の派遣 

③ 

受援機関との調整

及び要請に関する

こと 

●自衛隊等災害時の応急活動関係機関との調整及び要請等 

●日水協との調整等 

④ 

応援要請、受入れ及

び他事業体への応

援要請に関するこ

と 

●相互応援計画に基づく日水協県支部を通じた他事業体への

応援要請及び応援派遣手続 

●派遣職員等の受入れ 

●日水協を通じての応援物資の受入れ 

⑤ 

職員の健康及び安

全管理に関するこ

と 

●職員の傷病への対応、健康状態の把握 

●各班長から傷病報告、被害状況報告を取りまとめ、局緊急対

策本部への報告 

●職員の宿泊又は休憩場所の確保 

⑥ 
人員配置と各班の

調整に関すること 

●職員の招集及び班編成 

●人員の過不足調整 

⑦ 
物品、資機材等の調

達に関すること 

●公用車両、リース車両等の確保 

●物品、資機材等の調達 

●職員用食料、被服、寝具等の必要数の把握及び確保 

⑧ 
事態収束後の事務

に関すること 
●災害による水道施設、庁舎等建築物、労災に係る保険手続 

⑨ 
復旧活動に伴う予

算に関すること 

●応急活動に係る予算の確保及び執行 

●応急活動予算に関する財政課等関係機関との調整 

⑩ 
局外の関係機関と

の調整に関するこ

●医師会を通しての医療機関の状況把握（給水車の要望等） 

●市長部局からの要望、連絡調整 
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と ●保健所等との連絡調整（リエゾンとの情報連携） 

 

ウ 情報班（企画検査室・水道サービス課） 

担当業務 業務内容 

① 

被害状況等の情報

を局緊急対策本部

に伝達 

●水道施設の被害状況等（施設・管路班の調査結果の報告の取

りまとめ） 

●他事業体の被害状況等 

●その他各種情報 

●被害箇所図等の作成（施設・管路班の調査結果のとりまとめ） 

●情報提供資料作成 

② 

市災害対策本部へ

の資料作成に関す

ること 

●国、県その他関係機関への報告 

●企業団の被害状況の把握と連絡調整 

③ 
報道機関との連絡

に関すること 

●報道機関への情報提供 

●局緊急対策本部発信情報の統括 

④ 
市民等への広報に

関すること 

●広報用原稿の作成 

●広報車及び広報装置の確保（総務班へ要請） 

●広報用看板の作成 

●応急給水、断水状況等の広報活動 

●ホームページによる被害及び復旧状況等の広報 

⑤ 
市民等への応対に

関すること 

●市民対応窓口の開設 

●市民からの問合せ、相談等の一次対応及び記録 

⑥ 

災害等に伴う水道

料金の減免、徴収猶

予等に関すること 

●減免措置の適用等の検討 

●水道料金の減免及び徴収猶予の決定 

⑦ 
水道業務関係シス

テムに関すること 
●水道業務関係システムの保全及び復旧 
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⑧ 
情報関連機材の確

保 

●情報収集用のテレビ・ラジオ等受信設備の確保 

●一般電話・携帯電話及び無線機の確保 

 

エ 給水班（水道サービス課） 

担当業務 業務内容 

① 
給水計画の立案に

関すること 

●応急給水に必要な人員の確保（総務班へ要請） 

●給水車の運行計画立案 

●重要施設（病院、避難所等）対策 

●受援時における応急給水指揮担当に関する事務 

② 
応急給水の実施に

関すること 

●給水拠点の設営 

●応急給水器具の確保・準備 

●応急給水の広報（情報班へ依頼） 

●応急給水活動の実施、記録作成 

③ 
給水活動時の情報

収集に関すること 

●応急給水時の要望、情報等の受付及び記録 

●応急給水時における水道施設の被害情報の収集及び情報班

への報告 

 

オ 管路班（水道管理課） 

 担当業務 業務内容 

① 

配水管路の被害状

況の調査に関する

こと 

●調査用物品（カメラ、ビデオ、測量器具等）の確保及び調達

要請 

●管路の被害状況の調査及び報告 

●漏水箇所の調査及び報告 

●断水状況の調査及び報告 

●被害状況の調査に必要な人員確保（総務班へ要請） 

●受援者に対する指示 

② 
配水管路の復旧計

画立案に関するこ

●応急修繕の優先順位及び修繕内容の検討・計画 

 （仮設管を含む） 
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と ●応急修繕業者の確保 

●受援者に対する指示 

③ 

配水管路復旧活動

の実施に関するこ

と 

●漏水対策、仕切弁操作等の安全確保、緊急対策 

●復旧機材の整理及び調達要請 

●復旧工事の設計及び監督 

●復旧状況の調査及び報告 

●復旧後の洗管作業及び漏水確認 

●電気事業者、ガス事業者等地下埋設事業者との調整及び要

請等に係る事務 

④ 
給水装置の復旧に

関すること 

●給水装置の被害状況の把握 

●給水装置修繕対応可能業者の把握及び市民へのあっせん 

●給水管等の復旧 

●所在不明所有者への対応 

 

カ 施設班（水道建設課） 

担当業務 業務内容 

① 

配水施設の被害状

況の調査に関する

こと 

●調査用物品（カメラ、ビデオ、測量器具等）の確保及び調達

要請 

●配水施設（構築物・機械・電気設備）の被害状況の調査及び 

報告 

●被害による影響範囲の把握 

●被害状況の調査に必要な人員確保（総務班へ要請） 

② 

配水施設の復旧計

画立案に関するこ

と 

●復旧の優先順位及び内容の検討・計画 

●断水の是非、範囲（断水戸数）及び断水時間の設定 

●断水解除まで復旧スケジュールの作成 

●復旧業者の確保 
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③ 

配水施設復旧活動

の実施に関するこ

と 

●配水施設の安全確保、緊急対策 

●復旧機材の整理及び調達要請 

●復旧工事の設計及び監督 

●復旧状況の調査及び報告 

●復旧後の洗管作業及び漏水確認 

 

キ 浄水班（浄水課） 

担当業務 業務内容 

① 

取水・導水・浄水・

送水施設及び第一

配水池の被害状況

の調査に関するこ

と 

●取水・導水・浄水・送水施設及び第一配水池(構築物・機械・

電気設備)の被害状況の調査及び報告 

●被害状況の調査に必要な人員の確保（総務班へ要請） 

② 

取水・導水・浄水・

送水施設及び第一

配水池の保全に関

すること 

●二次災害防止のための施設内バルブ操作 

●バリケード設置等の安全策の実施 

●非常用設備（自家発電機等）の活用による緊急措置の実施 

③ 

取水・導水・浄水・

送水施設及び第一

配水池の応急復旧

計画の作成に関す

ること 

●取水場、浄水場、第一配水池及びポンプ場における優先施

設の設定及び調査 

●各施設の復旧優先順位の検討及び復旧内容の検討 

●企業団の給水能力の把握 

●施設管理委託業者の動員可能人員の把握 

④ 

取水・導水・浄水・

送水施設及び第一

配水池の復旧に関

すること 

●復旧資機材の整理及び調達要請 

●施設管理委託業者への協力要請及び分担 

⑤ 
応急給水用水の確

保に関すること 

●給水可能な貯留水量の把握 

●貯留水の供給方法の検討 
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●貯留水の供給に必要な人員の確保（総務班へ要請） 

⑥ 
送配水量の調整に

関すること 

●配水流量調整 

●断水等による浄水場の運転計画の作成及び実施 

●受水量の調整 

⑦ 
水質管理に関する

こと 

●水質検査の実施 

●浄水処理に必要な薬品の調達 

●水質異常の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 50 - 
 

 

 

図：災害等における応援要請の流れ 

 

 

 

広域的な応援の要請 

災害時には、本市水道局がまず対応、さらに本市他部局の応援による対応を行います

が、倉敷市単独での対応に拠りがたい水道施設の甚大な被害が発生した場合、倉敷市水

道事業管理者は、倉敷市長の了承の下、日本水道協会中国四国地方支部相互応援対策要

綱又は日本水道協会岡山県支部相互応援対策要綱に基づき、被害の程度に応じて日本

（凡例） 

応援要請 

出動要請 

日本水道協会救援本部 中四国地方支部各県内の水道事業体 

岡山県支部内の水道事業体 

中四国地方支部内の県支部長等 

日水協中四国地方支部長（広島市水道局）等 

日水協岡山県支部長（岡山市水道局）等 

倉敷市水道局 

災害発生 

他の地方支部長 地方支部内の都府県支部長等 

合議の機関（応援要請の内容決定） 

倉敷市水道局、日本水道協会、 

中四国地方支部長、岡山県支部長 

移 行 

水道給水対策本部 

５－４ 受援体制 
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水道協会岡山県支部、中四国地方支部、本部へ応援要請を行うこととなります。 

なお、中四国地方支部長都市又は岡山県支部長都市が被害を受けた場合には、各 

県支部長都市又は各県支部役員都市との間で対応を協議することとなります。    

 

受援体制 

ア 水道給水対策本部の設置と役割 

災害等による本市水道施設への被害を受け、本市水道局が日水協岡山県支部長等 

に広域的な応援要請を行った場合、本市に集結した関係者（本市水道局、日本水道 

協会、日水協中四国地方支部長、日水協岡山県支部長等）は合議機関を設置し、応 

援要請の内容の決定を行い、当該機関はその後、「水道給水対策本部」に移行します。 

水道給水対策本部は、本部長を倉敷市水道事業管理者とし、倉敷市災害対策本部 

との情報連絡調整の窓口、応援水道事業体の応援活動に対する指揮命令、応援水道 

事業体の後方部隊との職員派遣や資機材の調達等に関する調整を行う本市での統括 

部署として位置付けられます。 

  水道給水対策本部は以下の(ア)～(オ)の役割を担います。 

  (ア) 水道給水対策本部長（事業管理者）、(イ) 総括指揮担当、(ウ) 応急給水 

指揮担当、(エ) 応急復旧指揮担当、(オ) 後方支援担当 

 イ 応急給水隊・応急復旧隊の設置と役割 

水道給水対策本部の本部長（倉敷市水道事業管理者）は、被害の状況や本市水道 

局の事務所・浄水場等の配置等を考慮して、応急給水隊・応急復旧隊を設置します。

応急給水隊・応急復旧隊は応援水道事業体等による編成を前提としますが、状況によ

っては本市職員と応援水道事業体職員との混成も検討します。 

 ウ 幹事応援水道事業体の配置 

水道給水対策本部と応援水道事業体との連絡調整を効率的に行うため、応急給水 

隊及び応急復旧隊それぞれに幹事応援水道事業体を配置します。 

なお、幹事応援水道事業体は、水道給水対策本部構成団体で協議し決定します。 

また、被害が広範囲又は分散している場合等で応急給水・応急復旧作業を区割りし 

 て実施する場合は、複数の応急給水隊・応急復旧隊に分け、それぞれに幹事応援水道 

事業体を配置します。 
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図：水道給水対策本部の組織 

「地震等緊急時対応の手引き（平成２５年３月改訂）」掲載モデル 

 

日本水道協会救援本部 市災害対策本部 

連絡・調整 連絡・調整 
水道給水対策本部 

本部長（倉敷市水道事業管理者） 
・日本水道協会 

・日水協中四国地方支部長 
・日水協岡山県支部長 等 総括指揮担当 

後方支援担当 

・広報業務に関する補助 

・応援水道事業体の宿舎等

の手配、応援車両の調整

等に関する補助 

応急給水隊 

幹事応援水道事業体 

・応援水道事業体への指示 
・給水状況の把握 

応急給水小隊 応急給水小隊 

(応援水道事業体) 

幹事応援水道事業体 
・応援水道事業体への指示 
・復旧状況の把握 

応急復旧隊 

応急復旧小隊 

(応援水道事業体) 
応急復旧小隊 

応急復旧指揮担当 

・応急復旧計画の作成 

・応急復旧隊への指示 

・復旧状況の取りまとめ 

・資機材調達 

応急給水指揮担当 

・応急給水計画の作成 

・応急給水隊への指示 

・給水状況の取りまとめ 
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第６章 業務継続計画の実効性の確保 

 

 

 水道局業務継続計画（ＢＣＰ）による発災後における対応手順の確実な実行 

と定着を行うため、倉敷市水道局災害対策マニュアルに基づく訓練を定期的に 

実施します。 

また、倉敷市水道局において必要人員を確保できない場合には、市長部局職 

員や他事業体等の応援を依頼することになるため、応援を受け入れることを前 

提とした体制の整備を講じることとします。 

 水道局では、地震などの災害が発生した場合における応急活動体制を補完す 

るため、応急給水や応急復旧等の相互応援、資機材の供給、管路の点検・調査・ 

復旧等に関して、日本水道協会、民間業者と応援協定を締結しています。 

 こうした協定に基づき、災害時における連携をスムーズに行えるよう、定期 

的に行われる他事業体との合同訓練に参加し、今後も、協定がより実効性の高 

いものとなるよう、訓練、研修等を通じて応急給水活動の体制を充実させます。 

なお、応援要請した場合における応援職員の受入場所については、災害の規模 

や施設の被害状況に応じて、本局のみならず、市有施設を含めて臨機応変に対応

します。 

 

 

【訓練を有効にするために】 

 

・訓練の実施に当たっては、訓練によって身に付けるべき能力や事後検証で

きるよう具体的な作業手順の確認、点検、評価する事項を定める。 

・非常時優先業務に関して職員の水道局ＢＣＰの意義の理解度や業務の実効 

性・妥当性を確認する。 

・応急給水訓練など、他事業体等の応援を受け対応していく必要がある業務 

を訓練に取り入れ、事前準備、連携強化につなげる。 

・訓練を通じて水道局ＢＣＰを定着させる。 

・訓練により出てきた課題について、ＰＤＣＡサイクルを活用し、水道局Ｂ 

ＣＰや倉敷市水道局災害対策マニュアルなどの各種マニュアル、手順書の 

見直し・改善に反映させる。 

 

６－１ 訓練の実施及び他都市との連携強化 
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 水道局ＢＣＰの実効性を確保するため、定期的に計画の点検・見直しを実施 

します。見直しは、ＰＤＣＡサイクルによるものとし、計画策定（ＰＬＡＮ） 

の後、訓練等を実施（ＤＯ）する中で計画の実効性を評価（ＣＨＥＣＫ）し、問 

題点に対する措置（ＡＣＴ）を行います。 

 また、全面改定は、倉敷市地域防災計画・水防計画など上位に位置する防災計 

画において、被害想定の見直しが行われた場合など必要に応じて実施します。 

 水道局ＢＣＰの見直しに合わせて、必要なものは各種マニュアルへも反映さ 

せるとともに、水道局ＢＣＰに記載がない事項でも、災害対策に必要なものに 

ついては、各班、各担当において定期的に点検・見直しを行います。 

点検項目の一例については次のとおりです。 

 

 

• 評価• 措置

• 実施• 計画

Ｐ D

CA

点 検 項 目 

人事異動、組織の変更による指揮命令系統等に変更はないか 

関係先の人事異動により、電話番号やメールアドレスに変更がないか 

水道局ＢＣＰ策定の根拠資料を変更した場合は、関連部分を更新したか 

非常時優先業務の追加、変更等が生じていないか 

災害発生前の対策が、確実に実施されているか 

訓練を踏まえて水道局ＢＣＰの見直しを検討したか 

６－２ ＰＤＣＡサイクルによる見直し 
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発災初期においては、自助、共助と公助の連携が非常に重要であることから、 

水道局では、市民に冷静に対処していただけるよう、水道局のホームページや水

道局広報紙くらっぴぃ、広報チャンネル、広報車等の様々な媒体を通じて、断水・

通水や応急給水場所の設置状況などの情報発信を行います。 

   また、訓練・イベント等の機会を利用して水道局の防災への取組みや市民生活

に与える影響等について情報発信を行うとともに、スムーズな連携ができるよ

う応急給水活動の体験などを通じて市民の防災に関する自助・共助の意識の醸

成を図っていきます。 

 倉敷市水道局では、救急・人工透析対応医療機関へ優先的に給水を行うこと 

としており、平成２８年から医療機関の災害時の応急給水に対応するため、水 

道の使用状況や受水施設の位置、規格などを現地調査、また給水車の進入経路 

の確認を行い、平成２９年には、医師会の協力を得て、倉敷市水道局と県内水 

道事業体が、市内の医療機関、倉敷市保健所及び岡山県と連携し災害時の情報 

伝達、応急給水訓練を実施しました。今後も引き続き、医師会、医療機関をは 

じめとする関係機関との連携強化を図って行きます。 

 

おわりに 

 水道局ＢＣＰを機能させるためには、日頃から絶えず一定の緊張感を保ち続

け、市民の生命を守るライフラインの管理を第一義的に行うことの使命感を持

ち続けます。 

また、倉敷市水道局が危機管理対応部署であることを認識し、即効性のある対

応ができるよう、さまざまな研修や訓練を通じて災害時の事業継続にかかる組

織風土の醸成と職員のスキルアップ、対応力の向上を図ります。 

なお、東北地方太平洋沖地震、熊本地震及び能登半島地震の新たな知見を随時

計画に盛り込むなど、更なる災害対応の体制強化に努めてまいります。 

 

６－３ 市民・医療機関への情報発信及び意識啓発 


